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重症心身障がい児者地域ケアシステムの構築に向けた検討課題の論点整理（中間まとめ案）【概要版】





重症心身障がい児者の現状





地域ケアシステムの必要性





■大阪府における重症心身障がい児者数


　・平成24年7月1日現在：4,824人（政令市を除く）


                                対人口比　約0.09%


　　（内訳：18歳未満　1,466人、18歳以上　3,358人）


　・うち施設入所児者　395人（18歳未満4３人、18歳以上352人）


　・在宅障がい児者　4,429人（18歳未満1,423人、18歳以上3,006人）


    ※重症心身障がい児者とは、身体障がい者手帳（1級・2級）かつ療育手帳（A）を交付された障がい児者とする。


■在宅高度医療児の増加


・府保健所支援実数　5７４人(うち人工呼吸器装着児９１人、７年間で約5.4倍増)H23年度　※就学前児童　367人（うち重症心身障がい児　236人）　


■在宅重症心身障がい児者の医療的ケアの重度化


　・重症心身障がい児者等の生活実態調査結果（H23.3）
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■重症心身障がい児者のニーズ


○地域で安心して暮らし続けるうえで必要と感じているサービス等


・短期入所事業所の増　60.2%、医療機関による短期入所の実施　45.1％


・医療的ケアに対応できる事業所の充実（ホームヘルプ40.8%（※）、生活介護37.0%、ケアホーム40.2%）


※夜間・休日のヘルパー利用37.1%、入院中も利用できるヘルパー制度の創設41.1%　


・訪問看護の充実　（利用料の軽減26.6%、事業所の増24.8%）


・相談支援体制の充実　39.3%


・重症心身障がい児者を診察してくれる専門医の増　52.7%


・医療型障がい児入所施設等(旧重症心身障がい児施設）の増　39.6%


　





〇  重症心身障がい児者が、安心して住み慣れた自宅や身近な地域で暮らし続けるためには、乳幼児期から高齢期までライフステージに応じた多岐にわたる継続した支援が求められる。また、重症心身障がい児者の生活を地域で支えるためには、障がい福祉サービスだけでは十分でなく、日常生活圏域内において、医療、保健、介護、教育、住まい、生活支援サービスが切れ目なく、有機的かつ一体的に提供される「地域ケア」が必要であり、そのためのシステムを構築していくことが急務。





地域ケアシステムのイメージ(案)





小児専門医療機関等





医療型障がい児入所施設等
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訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ・訪問ﾘﾊ








居宅介護事業所





福祉





・医療と介護の連携の下で実施されるサービス提供体制の整備


・相談支援のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ･ｻｰﾋﾞｽ
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医師会・歯科医師会・薬剤師会





短期入所事業所





自立支援





その他障がい福祉サービス事業所
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保健センター





重症心身障がい


児者・家族





日中活動事業所





その他地域支援機関





児童発達支援事業所等





社会福祉協議会





地域生活支援





地域住民による見守り





放課後等デイ・保育所訪問





保育所・幼稚園・支援学校等





教育





市町村・行政機関





基幹相談支援センター


（特定・一般・障がい児相談


支援事業所）





子ども家庭センター





・医療と介護の情報共有


・保健・医療専門支援機関との連携





療育





・地域支援機関のネットワークの核となり、地域ケア体制を牽引





・ライフステージに応じた事業所の充実


・相談支援員、看護・介護人材の資質向上





地域自立支援協議会





地域ケアシステムの構築に向けた検討課題及び推進目標（案）





■ライフステージに応じた一貫した相談支援体制の整備


○基幹相談支援センター及び地域自立支援協議会の機能充実


　（目標）・基幹相談支援センターを各市町村1か所以上設置（H26）


　　 　・1,300名の相談支援専門員を養成（H26）、医療的ケア専


門研修の実施


　　 ・地域ケア会議の設置促進











■医療と介護の連携強化


○医療機関・訪問看護事業所・居宅介護事業所等の有機的連携　（目標）・保健所と基幹相談支援センターとの連携体制の構築


　　　 ・登録喀痰吸引事業所が訪問看護ステーション、主治医との連携の下に安全に実施するサービス提供体制の確立


　　　・退院前カンファレンスにおける在宅医療ケア体制の確立





重症心身障がい児者の地域生活を支えるための課題





■障がい福祉サービス等の充実強化


○医療型短期入所事業所の整備促進、看護・介護人材の確保等


（目標）・医療型短期入所の整備促進（４圏域×２床）（H26)


・医療ケア対応型ケアホームの整備促進（６圏域×２か所）（H26）、障がい福祉サービス事業所の充実方策の検討


　　　 ・看護・介護人材養成研修の実施














■医療型障がい児入所施設等のあり方検討


○地域生活支援機能の充実等入所施設あり方


（目標）・入所施設利用調整のあり方の整理（H24)


　　　・ケアマネジメントを通して地域生活移行支援の実施


　　　・広域的支援拠点機能の構築、基盤整備の必要性の検証





・相談から援助まで、ライフステージに応じた一貫した支援体制の整備が必要


・人工呼吸器の管理や気管切開等重度の医療的ケアに対応できるサービス提供体制の整備が必要（障がい福祉サービス事業所及び訪問看護サービス事業所の不足）


・介護職員や看護師及び相談支援員等人材の確保策についての検討が必要


・医療型障がい児入所施設等（旧重症心身障がい児施設）のあり方の検討が必要（地域生活移行に向けた取り組み、地域生活支援機能の充実）











